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 ＇people＇； ・前文、第 ₁ 条第 ₂ 節第 ₁ 項（下院議員の任期、選挙資格）、修正第 ₁ 条（請願
権）、修正第 ₂ 条（武器保有権）、修正第 ₄ 条（不合理な逮捕・捜索・押収の
禁止）、修正第 ₉ 条（人民の保有する権利）、修正第₁₀条（州または人民に留
保された権限）。
  ・修正第₁₇条第 ₁ 節（上院議員の直接選挙）、修正第₁₇条第 ₂ 節（同補欠選挙）。
 ＇person＇； ・第 ₁ 条第 ₂ 節第 ₂ 項（下院議員の資格）、第 ₁ 条第 ₂ 節第 ₃ 項（直接税の配分、
議員定数配分）、第 ₁ 条第 ₃ 節第 ₃ 項（上院議員の資格）、第 ₁ 条第 ₃ 節第 ₆
項 （弾劾裁判）、第 ₁ 条第 ₆ 節第 ₂ 項（議員の兼職禁止）、第 ₁ 条第 ₇ 節第 ₂
項（法律制定手続）、第 ₁ 条第 ₉ 節第 ₁ 項（移住）、第 ₁ 条第 ₉ 節第 ₈ 項（貴
族制度の禁止）、第 ₂ 条第 ₁ 節第 ₂ 項（大統領選挙の方法）、第 ₂ 条第 ₁ 節第
₃ 項（大統領選挙の方法）、第 ₂ 条第 ₁ 節第 ₅ 項（大統領の就任資格）、第 ₃
条第 ₃ 節第 ₁ 項（反逆の証明）、第 ₃ 条第 ₃ 節第 ₂ 項（反逆罪の刑罰）、第 ₄
条第 ₂ 節第 ₂ 項（逃亡犯罪人の引き渡し）、第 ₄ 条第 ₂ 節第 ₃ 項（逃亡奴隷
の引き渡し）、修正第 ₄ 条（不合理な逮捕・捜索・押収の禁止）、修正第 ₅ 条
（大陪審の保障、二重の危険の禁止、自己負罪拒否権、適正手続、財産権の
保障）
  ・修正第₁₂条（大統領選挙方法の改正）、修正第₁₄条第 ₁ 節（適正手続、平等
保護）、修正第₁₄条第 ₂ 節（連邦議会下院議員配分）、修正第₁₄条第 ₃ 節（公
務員の欠格）、修正第₂₀条第 ₃ 節（大統領の承継、代行）、修正第₂₀条第 ₄ 節
（大統領の議会による選出）、修正第₂₂条第 ₁ 節（大統領の二期制）。
 ＇citizen＇； ・第 ₁ 条第 ₂ 節第 ₂ 項（下院議員の資格）、第 ₁ 条第 ₃ 節第 ₃ 項（上院議員の
資格）、第 ₂ 条第 ₁ 節第 ₅ 項（大統領の資格）、第 ₃ 条第 ₂ 節第 ₁ 項（連邦司
法管轄権）、第 ₄ 条第 ₂ 節第 ₁ 項（州間での特権・免除）
38
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  ・修正第₁₁条（連邦司法権の制限）、修正第₁₄条第 ₁ 節（市民権の定義、市民
の特権・免除）、修正第₁₄条第 ₂ 節（連邦議会下院議員配分）、修正第₁₅条第
₁ 節（投票権）、修正第₁₉条第 ₁ 節（女性参政権）、修正第₂₄条（人頭税等の
不払いによる投票権剥奪の禁止）、修正第₂₆条（₁₈歳選挙権）。
 ＇inhabitant＇； ・第 ₁ 条第 ₂ 節第 ₂ 項（下院議員の資格）、第 ₁ 条第 ₃ 節第 ₃ 項（上院議員の
資格）、第 ₂ 条第 ₁ 節第 ₃ 項（大統領選挙の方法）
  ・修正第₁₂条（大統領選挙方法の改正）、修正第₁₄条第 ₂ 節（連邦議会下院議
員配分）。
 ＇elector＇； ・第 ₁ 条第 ₂ 節第 ₁ 項（下院議員選挙の選挙人資格）、第 ₂ 条第 ₁ 節第 ₂ 項、
第 ₃ 項、第 ₄ 項（大統領選挙の選挙人資格等）
  ・修正第₁₂条（大統領選挙方法の改正）、修正第₁₄条第 ₂ 節（下院議員の配分）、






文を除いて、権利保障に関する条文においては、people あるいは person の文言が使われて
いる、ということができる。
　　なおこの点に関連して、合衆国憲法上「奴隷」の文言は用いられていないが、次の条文
が奴隷制について扱っていると指摘されている。第 ₁ 条第 ₂ 節第 ₃ 項（直接税の配分、議
員定数の配分）、第 ₁ 条第 ₉ 節第 ₁ 項（移住）、第 ₁ 条第 ₉ 節第 ₄ 項（人頭税、その他の直
接税の配課）、第 ₄ 条第 ₂ 節第 ₃ 項（逃亡奴隷の引き渡し）、第 ₅ 条（第 ₁ 条第 ₉ 節第 ₁ 項
および第 ₄ 項の修正）。また、これ以外にも奴隷制の存在を前提としている条文として、第
₁ 条第 ₈ 節第₁₅項（民兵の召集）、第 ₁ 条第 ₉ 節第 ₅ 項（輸出税の禁止）、第 ₁ 条第₁₀節第
₂ 項（輸入税・輸出税の付加）、第 ₂ 条第 ₁ 節第 ₃ 項（大統領選挙の方法）、第 ₄ 条第 ₂ 節
第 ₂ 項（逃亡犯罪人の引き渡し）、第 ₅ 条（憲法修正の方法）、さらにこれら以外にも運用
において奴隷制の影響を受けたと考えられる条文として、第 ₁ 条第 ₈ 節第 ₂ 項（借入金）、
第 ₃ 条第 ₂ 節第 ₁ 項（事件・争訟の管轄）、第 ₄ 条第 ₁ 節（州間の相互信頼）、第 ₄ 条第 ₂
節第 ₁ 項（特権免除）、第 ₄ 条第 ₃ 節第 ₂ 項（連邦直轄領）、第 ₄ 条第 ₄ 節（州の保護）、が
あげられる。Paul Finkelman, The Constitution and the Intentions of the Framers: the Limits of 
Historical Analysis, ₅₀ Univ.Pitt.L.Rev.₃₄₉, at ₃₇₉ (Note ₁₄₇,₁₄₈,₁₄₉) (₁₉₈₉).
　　またこの点に関連して、合衆国憲法には、修正第₁₄条に至るまで、男性を表象する表現
が慎重に避けられてきたという指摘がある（C.A. ピーアド『アメリカ共和国』₁₄頁（みす
ず書房 ₁₉₈₈））。この指摘によれば、憲法制定時に、憲法第 ₁ 条第 ₁ 節の上院ならびに下院
が「男子の集団（bodies of men）」により構成されるとすることが提案されたが、最終的には、
現行の条文にされた、とされている。ただしこの点に関連して、連邦憲法第 ₁ 条第 ₂ 節、
第 ₃ 節、第 ₆ 節、第 ₇ 節、第 ₂ 条第 ₁ 節、第 ₃ 節、第 ₄ 節、修正第 ₅ 条、第 ₆ 条で、男性
を示す代名詞が用いられており、このことから連邦議会での議論等において、大統領や連
邦議会議員等の連邦の公職に女性がつくことは認められない、と主張されたことがあるこ
とが指摘されている。Roger Smith, CIVIC IDEALS, ₁₃₁ (Yale Univ.Pr.₁₉ ₉₇).
₂ 　市民権の定義に関連して、Sidney Kansas の記述によれば、独立宣言が採択される前の
₁₇₇₆年 ₆ 月 ₆ 日に、大陸会議は「連合植民地（United Colonies）に居住し、その法の保護を
受ける者は、その法に忠誠を負い、その植民地の構成員とする。」という決議を採択した、
とされている。Sidney Kansas, CITIZENSHIP OF THE UNITED STATES OF AMERICA, ₁₄ 
(Washington Pub.Co.₁₉₃₆).














Federalist 9 ,10、また当時の代表的な憲法の解説書である Story の Commentary を参照
 has constrained our fellow Citizens taken Captive on the high Seas to bear Arms against their 






したものとして、Douglas G. Smith, Citizenship and the Fourteenth Amendment, ₃₄ San Diego 
L.Rev.₆₈₁ (₁₉₉₇) がある。この論文では、米国市民権概念の形成に影響を与えた社会契約論




5 　第 ₁ 条第 ₂ 節第 ₂ 項（下院議員の資格）、第 ₁ 条第 ₃ 節第 ₃ 項（上院議員の資格）、第 ₂
条第 ₁ 節第 ₅ 項（大統領の資格）。
6 　第 ₃ 条第 ₂ 節第 ₁ 項（連邦司法管轄権）。
7 　第 ₄ 条第 ₂ 節第 ₁ 項（州間での特権・免除）。
8 　第 ₁ 条第 ₈ 節第 ₄ 項（帰化に関する統一的な規則を制定する連邦議会の権限）。
9 　以下本章でオリジナルの憲法の各条文の意義を検討する際に引用する Federalist につい
ては、英語版テキストとしては Alexander Hamilton, James Madison, John Jay, FEDERALIST 
PAPERS (Mentor Book ₁₉₉₉) [hereinafter Federalist] を利用する。なお、日本語訳としては、
斉藤真・武則忠見訳『ザ・フェデラリスト』（福村出版 ₁₉₉₁）；斉藤真・中野勝郎訳『ザ・
フェデラリスト』（岩波文庫 ₁₉₉₉）；斉藤敏訳『フェデラリスト』（理想社 ₁₉₆₆）を参照した。











見解を分析する。第 ₄ 章では、Dred Scott 事件判決を検討し、連邦最高裁判所の「市
民」に関する見解を確認する。


















り、個々の市民は、同じような国民としての権利、自由、保護（national rights, privileges, 
protection）を享受してきた。
　　本編の内容から、いわゆる国家の市民権（national citizenship）が志向されていた、とい
うことが指摘されている。James W. Fox Jr., Citizenship, Poverty, and Federalism: ₁₇₈₇-₁₈₈₂, 
₆₀  Univ.Pitt.L.Rev.,₄₂₁,at ₄₃₆ (₁₉₉₉).


































14　II Joseph Story, COMMENTARIES ON THE CONSTITUTION,§₆₁₇ (Da Capo Pr.₁₉₇₀) (₁₈₃₃) 
[hereinafter Story].


























































20　U.S. Const. art. II. §₁, cl. ₅.











時流れていたということが指摘されている。Max Farrand, THE FRAMING OF THE 





　連邦司法権の管轄に関する条項について、Federalist と Story の Commentary はそ
れぞれ次のことを述べている。





















































27　U.S. Const. art. I.§₉, cl.₁. 奴隷輸入禁止権限については、奴隷の輸入を禁止することは直
ちに行われるのが望ましいが、むしろこの点は憲法制定から₂₀年で奴隷輸入が廃止される
とされたことが評価されるべきである、とされている。




29　U.S. Const. art. I.§₈, cl.₄.






















31　III Story,§₁₈₀₀. なお、この点に関連して、連邦憲法第 ₄ 条第 ₂ 項の市民の特権および免
除について英国植民地時代からの歴史に基づいて検討した論文として、David S. Bogen, The 









　・連邦憲法第 ₄ 条第 ₂ 節の特権および免除は、従来存在していた各植民地間での移動の自
由、市民権に付随する権利、取引の自由を保障することを意図していた。
　　なお同様に英国植民地時代における Privileges and Immunities の文言の意義から検討をし
た文献として Thomas H. Burrell, A Story of Privileges and Immunities: From Medieval Concept to 
the Colonies and United States Constitution, ₃₄ Campbell L. Rev. ₇ (₂₀₁₁); Thomas H. Burrell, 
Privileges and Immunities and the Journey from the Confederation to the United States Constitution: 
Courts on National Citizenship and Antidiscrimination, ₃₅ Whittier L. Rev. ₁₉₉₁ (₂₀₁₄).
　　また、同様にこの条文について検討した Chester James Antieau, Paul＇s Perverted Privileges 
or the True Meaning of the Privileges and Immunities Clause of Article Four, ₉ William and Mary 
L.Rev.₁ (₁₉₆₇). は、本条が保障している特権および免除は、基本的自然権（fundamental 
natural right） を 意 味 す る、 と し て い る。 さ ら に、Douglas G.Smith, The Privileges and 
Immunities Clause of Article IV, Section ₂: Precursor of Section ₁ of the Fourteenth Amendment, ₃₄ 

















し た 文 献 と し て Robert G. Natelson, The Original Meaning of the Privileges and Immunities 
Clause, ₄₃ Geo. L. Rev. ₁₁₁₇ (₂₀₀₉); Kurt T. Lash, The Origins of the Privileges or Immunities 
Clause, Part I: ＂Privileges and Immunities＂ as an Antebellum Term of Art, ₉₈ Georgetown. L.J. ₁₂₄₁ 
(₂₀₁₀). 
32　なおこの点について Johnny H. Killian and George A. Costello ed., THE CONSTITUTION OF 
THE UNITED STATES ANALYSIS AND INTERPRETATION, ₈₆₇ (GPO ₁₉₉₆).
33　なおこの点に関連して Tucker は、Blackstone の Commentary の Appendix において、連邦
議会は、帰化に関する統一的な規則を制定する権限を有している一方で、各州は外国人を
当該州のデニズン（denizen）とする権限を有しているとし、しかし、そのようにデニズン
（denizen）とされた者は市民（citizen）ではないので、連邦憲法第 ₄ 条第 ₂ 節の与える利益
を享有しない、としている。I St.George Tucker, BLACKSTONE＇S COMMENTARIES, app.₃₆₅ 
(Augustus M.Kelley Pub.₁₉₆₉) (₁₈₀₃).
34　この点に関し、英国からの米国の独立と関係付け分析をした文献として、Stewart Jay, 
Origins of the Privileges and Immunities of State Citizenship under Article IV, ₄₅ Loyola Univ. 


































35　₁ Stat.₁₀₃ (₁₇₉₀). 本法の正式名称は An Act to establish an uniform Rule of Naturalization であ
る。
36　₁ Stat.₄₁₄. 本改正法の正式名称は、An Act to establish an uniform rule of Naturalization; and 
to repeal the act heretofore passed on that subject である。




38　₁ Stat.₅₆₆.本改正法の正式名称は、An Act Supplementary to and to amend the act, intituled ＂An 

























39　₂ Stat.₁₅₃. 本改正法の正式名称は、An Act to establish an uniform rule of Naturalization, and 
to repeal the acts heretofore passed on that subject である。
40　₂ Stat.₁₅₃, ₁₅₅.
41　₂ Stat.₂₉₂. 本改正法の正式名称は、An Act in addition to an Act intituled ＂An Act to establish 
an uniform rule of Naturalization, and to repeal the acts heretofore passed on that subject”である。
42　₃ Stat.₅₃. 本法の正式名称は、An Act supplementary to the acts heretofore passed on the subject 
of an uniform rule of naturalization である。なお₁₈₁₃年には、帰化の前提として ₅ 年の合衆国
における居住が要件とされることが再規定された、という記録がある。Edwina Austin Avery 
ed., LAWS APPLICABLE TO IMMIGRATION AND NATIONALITY, ₇₄₉ (U.S.GPO ₁₉₅₃); 
Michael Le May & Elliott Robert Barkan ed., U.S.IMMIGRATION AND NATURALIZATION 
LAWS AND ISSUES, ₁₉ (Greenwood Pr.₁₉₉₉).
43　₄ Stat.₆₉. 本法の正式名称は、An Act in further addition to ＂An Act to establish an uniform rule 
of Naturalization, and to repeal the Acts heretofore passed on that subject”である。
44　₁₀ Stat.₆₀₄. 本法の正式名称は、An Act to secure the Rights of Citizenship to Children of the 




























45　₁ Stat.₅₇₀. 本法の正式名称は、An Act concerning Aliens である。
46　₁ Stat.₅₇₇. 本法の正式名称は、An Act respecting Alien Enemies である。
47　Rogers M. Smith, CIVIC IDEALS, ₁₆₂（Yale Univ.Pr.₁₉₉₇）．
48　なおこの時期に連邦議会は、連邦政府に対する犯罪について定めた治安法を制定してい
る。₁ Stat.₅₉₆. 本 法 の 正 式 名 称 は、An Act in addition to the act, entitled ＂An Act for the 
punishment of certain crimes against the United States”である。
49　₂ Stat.₂₀₅. 本法の正式名称は、An Act to prevent the importation of certain persons into certain 









　また同年連邦議会はさらに Ohio 属領の連邦加盟を認めるための Ohio 属領連邦加




た Enabling Act for Missouri（正式名称は An Act to authorize the people of the Missouri territory 
to form a constitution and state government, and for the admission of such state into the Union on an 
equal footing with the original states, and to prohibit slavery in certain territories）に付された付帯
決議（Resolution for the Admission of Missouri）には、Missouri 州議会は、連邦憲法に基づい
て市民に付与されている特権・免除の享有から市民を疎外する法を制定することは認めら
れない、とする一節が記されていた。Francis Newton Thorpe, THE FEDERAL AND STATE 
CONSTITUTION, ₂₄₄₈ (GPO ₁₉₇₇) (₁₉₀₉); Earl M. Maltz, DRED SCOTT AND THE POLITICS 
OF SLAVERY, ₁₆ (Univ. Pr. of Kansas ₂₀₀₇).
51　本文等で紹介する法律の他に₁₈₅₀年連邦議会は、いわゆる₁₈₅₀年の妥協（Compromise of 
₁₈₅₀）を構成する法律のひとつとして、₁₇₉₃年に制定された逃亡奴隷法（Fugitive Slave 
Act. ₁₇₉₃年のものの正式名称は、An Act respecting Fugitives from Justice, and Persons escaping 
from the Service of their Masters である。）を改正する法律を制定している（₉ Stat. ₄₆₂. 同法
の 正 式 名 称 は、An Act to amend, and supplementary to the Act entitled ＂An Act respecting 
Fugitives from Justice, and Persons escaping from the Service of their Masters,＂ approved February 
twelfth, one thousand seven hundred and ninety-three である。）。同法 Sec.₅は、すべての善良な
る市民（all good citizens）に対して、本法の執行の支援をすることを命じている。
52　₂ Stat.₁₉₅. 本法の正式名称は、An Act to incorporate the inhabitants of the City of Washington, 
in the District of Columbia である。
53　₂ Stat.₁₇₃. 本 法 の 正 式 名 称 は、An Act to enable the people of the Eastern division of the 
territory northwest of the river Ohio to form a constitution and state government, and for the 
admission of such state into Union, on an equal footing with the original States, and for other 
purposes である。
54　これに先立って₁₇₈₇年に定められた北西部領地条令（Northwest Ordinance. 正式には、An 
Ordinance for the Government of the Territory of the United States north-west of the river of Ohio,₁ 

























　　次に同条令第 ₅ 条は、北西部領地のある領域において、自由な居住者の人口が ₆ 万人に
達すると、連合会議（Congress）に代表者を送ることができ、憲法を制定して、州政府を
設立することができる、と定めていた。
　　なお本条令第 ₁ 条、第 ₂ 条は、各種の権利の保障等について規定しているが、その保障
の対象は、person あるいは inhabitant 等の文言が使われ、citizen の文言は使われていない。
また、第 ₆ 条は、当該領地において奴隷制が禁じられることが規定されていたが、同時に、
奴隷州の奴隷がこの領域に逃亡した場合には、連れ戻されるべきことが規定されている。
55　₂ Stat. ₄₆₉. 本法の正式名称は、An Act extending the right of Suffrage in the Indiana territory
である。
56　₃ Stat.₂₈₉. 本法の正式名称は、An Act to enable the people of the Indiana Territory to form a 
constitution and state government, and for the admission of such state into the Union on an equal 
footing with the original states である。
57　この点については Francis Newton Thorpe, THE FEDERAL AND STATE CONSTITUTION 
(GPO ₁₉₇₇) (₁₉₀₉) の以下の該当個所を参照。p₉₃ (Alabama); p₂₆₂ (Arkansas); p₆₆₂ (Florida); 
p₉₆₈ (Illinois); p₁₁₁₃ (Iowa); p₁₃₇₆ (Louisiana); p₁₉₈₃ (Minnesota); pp₂₀₂₉-₂₀₃₀ (Mississippi); 
p₂₁₄₁ (Missouri); p₂₉₈₉ (Oregon); p₄₀₆₇ (Wisconsin). 
58　この点に関連して、California 州の連邦加盟に際して制定された法律（Francis Newton 





59　₉ Stat.₄₅₃. 本法の正式名称は、An Act to establish a Territorial Government for Utah である。















Northern and Western Boundaries, the Relinquishment by the Said State of All Territory Claimed by 
Her Exterior to Said Boundaries, and of All Her Claims upon the United States, and to Establish a 
Territorial Government for New Mexico である。
61　同法 Sec.₁₉は、合衆国市民は、同等の者による法に基づく裁判によらなければ、合衆国
市民は、生命、自由、財産を当該準州において剥奪されることはない（No citizen of the 
United States shall be deprived of his life, liberty, or property, in said Territory, except by the 
judgment of his peers and the laws of the land.）旨規定している。
62　₁₀ Stat.₂₇₇. 本法の正式名称は、An Act to Organize the Territories of Nebraska and Kansas で
ある。
63　Sec. ₅ and Sec. ₂₃.
64　同法は、奴隷制との関係で、California 州を自由州あるいは奴隷州のいずれとして連邦に
加入させるかをめぐる南部と北部の対立に際して成立した、いわゆる₁₈₅₀年の妥協
（Compromise of ₁₈₅₀）を否定した（Sec.₁₄及び Sec.₃₂）。また同法は、北緯₃₆度₃₀分以北に
おける奴隷州の禁止を決めた、₁₈₂₀年のいわゆる Missouri 妥協（Missouri Compromise）を
廃止するものであった。
65　₁ Stat.₂₇₁. 本法の正式名称は、An Act more effectually to provide for the National Defence by 
















でない、とした。₅ Op. Atty＇s Gen.₇₁₆.
　・₁₈₅₇年に司法長官は、市民であることと選挙民であることが、分離することのできない










とする意見を述べている。₁₀ Op. Atty＇s Gen.₃₃₀, ₃₃₁.
67　ここで紹介するものの他に、後に連邦最高裁で Dred Scott 事件判決を下す Roger B. Taney
司法長官が、₁₈₃₂年に起草した非公表の見解の存在が指摘されている。Carl Brent Swisher, 






























　まず司法長官は、第一に第 ₂ 条第 ₁ 節をみてもわかるように連邦憲法は、生来的
69　ここで、本意見はこのように考える理由として、まず連邦憲法第 ₄ 条第 ₂ 節を検討し、
















れないと考えるべきであった、と批判されている。₇ Op. Atty＇s Gen.₇₅₃.























第 4 章　裁判所における市民権－Dred Scott 判決－





















































































見を示し、Mclean 裁判官および Curtis 裁判官が反対意見を示した87。

























































91　Id., at ₅₃₁. この点について同裁判官は、次の点を指摘している。Id.





92　U.S. Const. art.II,§₁, cl. ₅.




97　Article of Confederation, Art.IV.












































































































































































105　この点に関し、Dred Scott 事件は、₁₈₆₀年の大統領選挙候補者である Abraham Lincoln を
全国的に知らしめ、対立候補である Stephen A. Douglas の人気を落としたことが指摘されて
いる。Paul Finkelman, Scott v. Sandford: The Court＇s most Dreadful Case and how it Changed 
History, ₈₂ Chicago-Kent L.Rev., ₃, at ₁₃（₂₀₀₇）． 
